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平成 27 年度外部評価の実施結果【概要】 

１ 目的 

行政評価制度における取組の一環として、行政内部による事務事業評価に外部の視点を加え、

評価における客観性・透明性を確保することなどを目的として実施。

２ 実施方法 

外部評価者において、評価表等資料の事前確認等の後、2 日間にわたり 1 事業につき原則 40 
分間の傍聴制による公開ヒアリングを実施。その後、再ヒアリング（公開）や外部評価者全員に

よる意見交換を行うことにより、評価を確定。

３ 外部評価者の構成 

行政経営コンサルタントや民間研究機関研究者等を含む 4 名体制で実施。

４ 外部評価対象事業 

内部評価の結果を踏まえ一定基準及び各課提案に基づき行政経営推進本部会議を経て決定し

た 20事業※を対象。なお、今年度も 3 件の補助金等事業を評価対象に含めた。
※ 20事業中 3事業に 3件の補助金等を含む。

５ 実施スケジュール 

○ヒアリング第１日目：平成 27年 10月  8日(木) 
○ヒアリング第２日目：平成 27年 10月  9日(金) 
○再 ヒ ア リ ン グ：平成 27年 10月 23日(金)午前
○外部評価結果の確定：平成 27年 10月 23日(金)午前

６ 外部評価実施結果 

（１）実施結果

※ 平成 16年度の試行から現在までに通算 575事業について外部評価を実施。
（２）内部評価結果と外部評価結果の比較

※ 網掛け：内部評価と外部評価が不一致のもの

評価
事業
数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 参照先

Ａ 4 1 3① ①内部Ａ⇒外部Ｂ №29,35,513

Ｂ 16 1② 13 1③ 1④ ②内部Ｂ⇒外部Ａ №149

Ｃ ③内部Ｂ⇒外部Ｃ №5
Ｄ ④内部Ｂ⇒外部Ｄ №293

計 20 2 16 1 1

内部評価 外部評価 内部評価と異なる外部評価結果となった事業は6事業

事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比

Ａ：事業内容は適切である 2 10% 2 9% 0 0% 4 10% 2 5%

Ｂ：課題が少しあり事業の一部見直しが必要 16 80% 13 59% 22 69% 28 74% 36 82%

Ｃ：課題が多く事業の大幅な見直しが必要 1 5% 7 32% 8 25% 5 13% 5 11%

Ｄ：事業の休・廃止を含めた検討が必要 1 5% 0 0% 2 6% 1 3% 1 2%

計 20 100% 22 100% 32 100% 38 100% 44 100%

評価
平成27年度 平成23年度平成25年度 平成24年度平成26年度
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（参考）各年度別の内部評価・外部評価の一致・不一致

※ 網掛け：内部評価と外部評価が不一致のもの

（３）補助金等事業についての外部評価結果

※ 太 枠：内部評価と外部評価が一致するもの

※ 網掛け：内部評価と外部評価が不一致のもの

内部評価と異なる外部評価結果となった補助金等事業は 1事業 1件の補助金

●内部評価と外部評価の一致率は、昨年度比大幅上昇し、過去 5年間で最良。
●内部評価 Bの一致率が 81.3%の一方で、内部評価 Aの一致率は 25.0%。

評価結果区分 補助金等事業

①継続⇒終期設定
№293勤労者等貸付事業関係の
勤労者等生活資金利子補給金

平成16年度
平成17年度
平成18年度
平成19年度
平成20年度
平成21年度
平成22年度
平成23年度
平成24年度
平成25年度
平成26年度
平成27年度

13事業(34%)　　　　　　　25事業(66%)

　　　　　　　52事業(85%) 9事業(15%)

　　　　　　　20事業(63%) 12事業(37%)

12事業(24%)　　　　　　　38事業(76%)
13事業(19%)
12事業(18%)

一致 不一致

　　　　　　　56事業(82%)
　　　　　　　55事業(81%)

　　　　　　　57事業(79%) 15事業(21%)

6事業(30%)              14事業(70%)

　　　　　　　32事業(64%) 18事業(36%)
　　　　　　　33事業(66%) 17事業(34%)

               9事業(41%) 13事業(59%)

　　　　　　　27事業(61%) 17事業(39%)
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継続 3 2 1①

減額（縮小）

廃止

終期設定

統合・メニュー化

計 3 2 1

内部評価 外部評価


